
事業番号 0574

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)

事業名

介護雇用管理改善等対策費
①介護労働環境向上奨励金
（介護労働者設備等導入奨励金より名称変更）

②介護基盤人材確保等助成金（経過措置）
③介護未経験者確保等助成金（経過措置）
④介護基盤人材確保助成金（経過措置）

担当部局庁 職業安定局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

①平成21年2月
②平成21年度（平成22年度廃止）
③平成20年12月（平成22年度廃止）
④平成15年度(平成20年度廃止）

担当課室 雇用政策課介護労働対策室
介護労働対策室長

福士  亘

会計区分 労働保険特別会計雇用勘定 施策名
Ⅱ-1-2　地域、中小企業、産業の特性に応じ、雇用の創

出や失業の防止を図ること

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

①　雇用保険法第62条第1項第5号、雇用保険
法施行規則第115条第2号
②、③　雇用保険法第62条第1項第5号、雇用保
険法施行規則附則（平成23年省令第48号）第2
条第18項、同条第20項
④　雇用保険法第62条第1項第5号、雇用保険
法施行規則附則（平成21年省令第99号）第2条
第15項

関係する計画、
通知等

－

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

介護労働者の雇用管理の改善や人材確保に取り組む事業主に対して支援を行うことにより、介護労働者が意欲と誇りを持って働
くことができる社会の実現を目指した環境整備を図る。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

①　介護労働者の労働環境を整備するための介護福祉機器（移動用リフト等）の導入や介護労働者の雇用管理改善に資する制
度等を導入し、雇用管理の改善を図った事業主に対して、導入費用の一部を助成。
②　新サービスの提供等に伴い、雇用管理改善に関連する人材(短時間労働者を除く）を雇い入れた場合に、１人当たり６ヶ月で７
０万円助成（上限３人）。
③　介護関係業務の未経験者（新規学卒者を除く。）を雇用保険一般被保険者（短時間労働者を除く。）として雇い入れ、６ヶ月定
着した場合に未経験者１人当たり２５万円、さらに６ヶ月以上定着した場合に２５万円、合わせて５０万円助成。
④　認定介護関連事業主が、新サービスの提供等に伴い、当該サービスの提供等に関わる部署で就労することとなる対象労働
者を新たに雇い入れた場合に、１人当たり６ヶ月で７０万円助成（上限３人）。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

- - -

計

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 13,557 12,899 8,390 3,313 1,169

補正予算 -

繰越し等 - - - -

13,557 12,899 8,390 3,313 1,169

執行額 4,449 7,673 5,607

執行率（％） 32.8% 59.5% 66.8%

成果指標 単位 21年度 22年度

％

①-1　   330％
①-2　         -
②　      114％
③　    108.8％
④              -

①-1　   246％
①-2　         -
②　    113.9％
③　    156.5％
④　            -

23年度
目標値

（24年度）

①-1　介護労働環境向上奨励金（介護福祉機器
等助成）を受給した事業主において、機器の導
入後1年間に全離職者のうち健康上の理由で離
職した労働者数の割合
①-2　介護労働環境向上奨励金（雇用管理制度
等助成）を受給した事業主において、機器の導
入後1年間に全離職者のうち労働条件について
の悩み、不安、不満等の理由で離職した労働者
数の割合
②　介護基盤人材確保等助成金を受給したこと
により、当該事業所における雇用管理改善の取
組が向上した事業主の割合
③　介護未経験者確保等助成金を受給したこと
により、10,000人以上の雇用創出（6カ月以上定
着）があったこと
④　介護基盤人材確保助成金を受給したことに
より、当該事業所における雇用管理改善の取組
が向上した事業主の割合

成果実績

①-1％
①-2％
②　 ％
③　 人
④　 ％

①-1　  10.6％
①-2　         -
②　     97.0％
③　  10,880人
④　            -

①-1　  14.2％
①-2           -
②　      96.8％
③　  15,650人
④　            -

①-1    12.3％
①-2　        -
②　            -
③　            -
④              -

①-1   12.8％
①-2   58.7％
②　           -
③　           -
④　           -

達成度

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

①-1件
①-2件
②　人
③　人
④　人

①-1　      421
①-2　         -
②　         198
③　     10,880
④　         807

①-1     1,118
①-2          -
②　       1,417
③　     15,650
④　         399

①-1      1,609
①-2　        -
②         1,657
③　       5,641
④　           -

①-1　   176％
①-2           -
②　            -
③　            -
④              -

―

( ①-1　  625 )
( ①-2        - )
( ②     2,234 )
( ③    25,440 )
( ④        340 )

( ①-1　1,187 )
( ①-2　     - )
( ②        571 )
( ③    21,043 )
( ④           - )

( ①-1　1,711)
( ①-2   720 )
( ②          - )
( ③    2,618 )
( ④          - )

①-1　介護労働環境向上奨励金（介護福祉機器
等助成）の支給
①-2　介護労働環境向上奨励金（雇用管理制度
等助成）の支給
②　介護基盤人材確保等助成金の支給
③　介護未経験者確保等助成金の支給
④　介護基盤人材確保助成金の支給



助成対象経費を介護機器の導入に要した経費等、助成
金の目的に合わせて限定している。

目標の達成度が高く実効性は高い。

適切な目標を立てており、達成度も高い水準で推移して
いる。
③の支給対象労働者数が予算で見込んだ数を下回っ
た。

介護労働者の離職率は他の産業と比べて高く、雇用管
理改善等を図るニーズや優先度は高い。

介護労働者の雇用管理の改善等の対策を実施していく
ことは、介護労働者の雇用管理の改善等に関する法律
第4条に国の責務として規定されている。

③の支給対象労働者数が予算で見込んだ数を下回っ
た。

支給上限額を定めるなど、コスト削減に努めている。

受益者である事業主が負担する雇用保険料を財源とし
ており妥当。

単位当たり
コスト

①-1　1,762,428　円
①-2　         －
②　      650,838　円
③  　    300,062　円
④　            －

算出根拠

①-1　単位当たりコスト　＝　支給額／支給対象事業主数
①-2　単位当たりコスト　＝　支給額／支給対象事業主数
②　   単位当たりコスト　＝　支給額／支給対象労働者数
③　   単位当たりコスト　＝　支給額／支給対象労働者数
④　   単位当たりコスト　＝　支給額／支給対象労働者数

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

介護労働環境向上奨励金 2,534 1,169

介護未経験者確保等助成金 779 -

介護基盤人材確保等助成金

介護基盤人材確保助成金 0

労働環境向上奨励金は、廃止となり、25年度は経過措置分のみの要求となること
による減
介護未経験者確保等助成金は、経過措置分の終了による減0 -

計 3,313 1,169

-

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

目
的
・
予
算
の
状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

○ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

- 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

-

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

△ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

　※類似事業名とその所管部局・府省名

資
金
の
流
れ

、
費
目
・
使

途

抜
本
的
改
善

介護雇用管理改善等対策費は、政策効果等を検証し重点化すること

－ 類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

- 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

　・事業執行率や行政刷新会議の事業仕分け第３弾の判定等を勘案し、②、③を平成22年度末をもって廃止。
　・①については、24年度末をもって廃止（他の助成金に統合）。

－

関連する過去のレビューシートの事業番号

●事業仕分け第3弾
　A-3　労働保険特別会計　雇用勘定②　介護雇用管理改善等対策費
　【評価結果】
　予算の縮減を行った上で、見直しを行う。
　【とりまとめコメント】
　当WGとしては、事業内容の見直しを行うという結論にさせていただきたい。注記としては、他の類似の制度と整理統合を進め、予算の効率化、
圧縮を行ったうえで、本事業としては事業の見直しを行うということで、同種の同じような事業、同じ目的の事業との整理統合を図っていく。なお、
意見の中で多かったのは、介護従事者の就職、人材の確保については、本来、介護報酬の見直しで行うべきではないかという意見が複数あり、
付記させていただきたい。

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

予算監視・効率化チームの所見

執
行
等
改
善

介護労働環境向上奨励金（介護福祉機器等助成）を他の助成金に統合したうえで事業を廃止し、経過措置分のみを要求することと
した。
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※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

厚生労働省 
7,632百万円 

A：都道府県労働局 
7,632百万円 

【予算示達】 

（制度設計等） 

厚生労働省 
5,607百万円 

都道府県労働局 
5,607百万円 

【予算示達】 

※金額、人数等は平成23年度実績 

【助成】 【助成】 

B：事業主 
介護基盤人材確保

等助成金 
1,078百万円 

1,657人 

C：事業主 
介護未経験者確保

等助成金 
1,693百万円 

5,641人 

A：事業主 
介護労働者設備等

導入奨励金 
2,836百万円 

1,609事業所 

（事業主に対する助成金の支給） 

国 



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. 　事業主 E.　

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

助成金 事業主に対する助成金支給 2,836

計 2,836 計 0

B.　事業主 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

助成金 事業主に対する助成金支給 1,078

計 1,078 計 0

C.　事業主 G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

助成金 事業主に対する助成金支給 1,693

計 1,693 計 0

D.　 H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0計 0 計



支出先上位１０者リスト
A.

B.

Ｃ.

支　出　先 産業
支　出　額
（百万円）

2 事業主Ｂ 医療、福祉 3

1 事業主Ａ 医療、福祉 3

4 事業主Ｄ 医療、福祉 3

3 事業主Ｃ 医療、福祉 3

6 事業主Ｆ 医療、福祉 3

5 事業主Ｅ 医療、福祉 3

8 事業主Ｈ 医療、福祉 3

7 事業主Ｇ 医療、福祉 3

10 事業主Ｊ 医療、福祉 3

9 事業主Ⅰ 医療、福祉 3

支　出　先 産業
支　出　額
（百万円）

2 事業主Ｌ 医療、福祉 2.1

1 事業主Ｋ 医療、福祉 2.1

4 事業主Ｎ 医療、福祉 2.1

3 事業主Ｍ 医療、福祉 2.1

6 事業主Ｐ 医療、福祉 2.1

5 事業主Ｏ 医療、福祉 2.1

8 事業主Ｒ 医療、福祉 2.1

7 事業主Ｑ 医療、福祉 2.1

10 事業主Ｔ 医療、福祉 2.1

9 事業主Ｓ 医療、福祉 2.1

支　出　先 産業
支　出　額
（百万円）

1 事業主Ｕ 医療、福祉 6.3

2 事業主Ｖ 医療、福祉 6.3

3 事業主Ｗ 医療、福祉 4.5

4 事業主Ｘ 医療、福祉 4.5

5 事業主Ｙ 医療、福祉 4

医療、福祉 3.5

6 事業主Ｚ 医療、福祉 3.8

7 事業主ａ 医療、福祉 3.8

10 事業主ｄ 医療、福祉 3.3

8 事業主ｂ 医療、福祉 3.5

9 事業主ｃ


